


 

▼基本目標 

１．会員サービスの徹底 

２．健全な財務基盤の構築 

３．会勢拡大に資する取り組みの強化／会員減少対策 

４．機能的・効率的に活動できる組織体制の構築 

５．建築士の資質向上に向けた CPD研修事業の強化（施工へのＣＰＤ採用活動の促進） 

６．市町村と府内１２地域分科会との協力体制の強化 

 

 

▼各委員会等の目標 

 

（１）運営（ビジョン推進、会員増強ＰＴの実行） 

  ア）会勢拡大に向けた取り組みを行う。 

  イ）財務体質の改善を行う。 

  ウ）機能的・効率的に活動できる組織体制整備を目指す。 

 エ）行政、関係団体との協力体制をさらに強化する。 

 オ）事務局体制の強化を行う。（社内教育、組織、IT 化、資質向上） 

 

（２）研修（身近な課題、業務に直結する講習会の企画実現をより迅速に） 

  ア）幅広い職域の建築士のニーズに対応した CPD研修を実施する。 

   ＊２級建築士分科会等を設立し、リフォーム、インテリア、宅建等に所属の女性建築士の

活動を支援する。 

  イ）多くの建築士の参加が見込める、魅力ある研修企画の実施を目指す。 

（年間集客目標の設定を行う） 

  ウ）CPD会員入会の勧誘を強化する。 

  エ）建築関連企業の CPD プロバイダー登録を推進する。 

  オ）専攻建築士の社会的認知度向上など制度推進に向けた取り組みを行う。 

  カ）建築士業務の支援につながる研修テキストの制作に努める。（省エネ・環境配慮技術、耐

震補強、施工監理、バリアフリー、リニューアル、ヘリテージ、インスペクションなど） 

 

（３）事業（建築士会全体を俯瞰した一体化する事業企画を実行する） 

  ア）社会時事に対応して、会員間及び一般府民を交えた交流事業を実施する。 

  イ）会員の増強拡大に資する事業を推進する。 

  ウ）青年・女性・シニア・賛助の特性を活かした組織や事業を再考し、事業企画を推進する。 

  エ）グローバル化に対応した国際活動を深耕・展開する。（特にＴＰＰの影響等の検討を行う） 

   

（４）建築表彰 

  ア）大阪都市景観建築賞、大阪建築コンクールなどの建築顕彰制度に多くの応募が得られる

よう推進する。 

   ＊建築コンクール 60 周年記念事業を企画する。 

  イ）次世代を担う建築士候補者育成のため、優秀卒業生表彰制度参加校の拡大を推進する。 

 



 

（５）建築情報（理事会、委員会でのペーパーレス化を確実化し情報端末で実行する支援を行う） 

ア）「建築人」、ホームページ、メールマガジン、フェイスブック等を通じて、実務に役立つ情

報を会員と社会に向け発信する。 

 ＊オウンドメデイアの在り方を具体化する。 

イ）会員への建築士会活動の「見える化」推進による本会活動の情報公開を拡大する。 

ウ）情報化に対応するコンテンツの整備や会員の情報化促進を支援する。 

エ）会員の情報武装化を支援する。（ＩＴＣの活用を具体化する） 

 

（６）社会貢献   

ア）地元自治体と連携して、災害時の応急危険度判定活動が可能な体制を常時維持する。 

イ）地元自治体及び市民と連携して、地域社会に貢献できる活動を展開する。 

ウ）インスペクション部会及びヘリテージ部会の活動の定着を推進する。 

エ）建築物の耐震化推進に資する事業を推進する。 

オ）一般消費者を対象とした建築相談を引き続き毎日行う。 

カ）一般消費者の住宅建築・維持管理等の相談・設計監理等を支援する。 

キ）会員に対する業務相談・法律相談体制を整備する。 

ク）会員保護や建築紛争解決及び鑑定に必要な専門人材を育成する。 

ケ）耐震診断等受託事業の第三者評価による妥当性確保を実行する。 

  

（７）近畿建築士協議会（全国大会、全国女性建築士会・奈良大会を支援する） 

  ア）本会は近畿 6 士会で構成される近畿建築士協議会の代表として、各建築士会との情報交

換を密にして連携を強化する。 

  イ）近畿建築士協議会の意見を取りまとめ、連合会に発信する。 

 

（８）日本建築士会連合会 

  ア）連合会を中心に推進する CPD 制度及び専攻建築士制度、その他事業について、連合会と

連携し制度の発展を図る。 

  イ）建築士制度の改善に向けた意見を、連合会に向け積極的に発信する。 

  ウ）連合会の運営に協力するため、連合会副会長や担当委員などの人材を積極的に派遣する。 

 

（９）行政等への協力 

  ア）まちづくり、景観、防災、省エネなど様々な分野において、行政の施策実現に向けた協

力を行う。 

  イ）行政や公益団体等の要請に対し、設置する審議会等へ積極的に会員の派遣・推薦を行う。 

 

（10）友好団体 

  ア）在阪建築 15団体との連携を強化し、行政や社会に向けて建築士制度を中心に、共有する

諸問題に関する提言を行う。 

  イ）公益社団法人総合紛争解決センターなど公益性の高い事業を行う団体に対して、会員を

派遣するなどの支援を行う。 

 

以上 


